北杜市教育委員会告示第●号
北杜市まなびの杜パスポート連携事業登録要綱を次のように定める。
　　令和３年●月●日
北杜市教育委員会教育長
北杜市まなびの杜パスポート連携事業登録要綱
(趣旨)
第１条　この告示は、市民に多様な生涯学習の機会を提供するとともに、学習意欲の向上及び自主的な生涯学習活動の促進を図るため、法人その他の団体（以下「団体等」という。）が自主的に行う生涯学習事業を北杜市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が実施するまなびの杜パスポート事業と連携する事業（以下「連携事業」という。）として登録することに関し必要な事項を定めるものとする。
(定義)
第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。
　(１)　生涯学習事業　学習意欲の啓発、推進を図り、教養を高めることを目的に実施する学習講座、講演会、コンサート、企画展、健康及び体力向上等の事業をいう。
　(２)　まなびの杜パスポート事業　教育委員会が実施する生涯学習事業に参加することにより付与されたポイントに応じて認定証を授与する事業をいう。
(登録基準)
第３条　登録を受けようとする連携事業は、次に定める基準を満たさなければならない。
(１)　北杜市の区域内（以下「市内」という。）に事務所又は活動の拠点を有し、かつ、定款又は規約（代表者の定めのあるものに限る。）を有する団体等が主催する生涯学習事業であること。
(２)　北杜市後援等名義の使用に関する要綱（平成１７年北杜市告示第２４号）若しくは北杜市教育委員会後援等名義の使用に関する要綱（平成１７年北杜市教育委員会告示第４－１号）に基づく後援、協力及び共催名義の使用許可を得ているもの又は北杜市芸術文化スポーツ振興基金活用事業補助金交付要綱（平成２１年北杜市告示第４０号）に基づく補助金の交付の決定を受けているものであること。
(連携事業の登録申請)
第４条　連携事業の登録を受けようとする団体等（以下「申請者」という。）は、北杜市まなびの杜パスポート連携事業登録申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて教育長に提出しなければならない。
　(１)　定款又は規約（代表者の定めのあるものに限る。）の写し
　(２)　連携事業の目的及び計画が確認できる書類
　(３)　北杜市後援等名義の使用許可決定通知書、北杜市教育委員会後援等名義の使用許可決定通知書又は北杜市芸術文化スポーツ振興基金活用事業補助金交付決定通知書の写し
　(４)　その他教育委員会が必要と認める書類
　(登録の決定)
第５条　教育長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、速やかに事業の目的及び内容並びに関係書類を審査した上で、登録の可否を決定し、北杜市まなびの杜パスポート連携事業登録決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項に規定する通知に、必要な条件を付すことができる。

　(登録連携事業の変更)

第６条　前条第１項の規定により登録の決定を受けた申請者（以下「連携事業者」という。）は、連携事業の内容等を変更し、又は事業を中止しようとするときは、北杜市まなびの杜パスポート連携事業変更（中止）承認申請書（様式第３号。以下「変更申請書」という。）を教育長に提出し、その承認を受けなければならない。
２　教育長は、前項の規定により変更申請書の提出があったときは、速やかに承認の可否を決定し、北杜市まなびの杜パスポート連携事業変更（中止）決定通知書（様式第４号）により当該連携事業者に通知するものとする。
　(実績報告)
第７条　連携事業者は、当該連携事業が完了したときは、事業完了の日から起算して１箇月を経過した日までに北杜市まなびの杜パスポート連携事業実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、教育長に提出しなければならない。
　(１)　連携事業の実施内容が確認できる書類
　(２)　実施状況の確認できる写真

(３)　その他教育委員会が必要と認める書類
(登録の取消し)
第８条　申請者が虚偽その他不正な行為により登録の決定を受けたとき又は第５条第２項に規定する条件に従わなかったとき若しくは連携事業が第３条に規定する基準を満たさなくなったときは、登録の決定を取り消すことができる。
２　教育長は、前項の規定により登録を取り消したときは、北杜市まなびの杜パスポート連携事業登録取消し通知書（様式第６号）を連携事業者に通知するものとする。
　(連携事業の広告宣伝)
第９条　教育委員会は、連携事業の周知を図るため、広報紙、市が開設するホームページその他の媒体を利用して積極的に広告宣伝するものとする。
２　連携事業者は、自らが行う生涯学習事業が連携事業である旨を募集案内、当該連携事業者が開設するホームページ等に明示するものとする。
　(報告及び調査)
第１０条　教育委員会は、必要があると認めるときは、連携事業者に対し報告を求め、又は関係職員を派遣して帳簿その他関係書類を調査させることができる。
　(その他)
第１１条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。

　　　附　則
　この告示は、令和４年４月１日から施行する。
